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平 成 ３ ０ 年 度 決 算 概 要 報 告 
 

我が国は「平成」の時代を終え、「令和」という新たな時代の幕を開けま

した。  

国においては、平成の時代から引き続き、令和にあっても「経済再生なく

して財政健全化なし」の基本方針の下、経済再生と財政健全化に一体的に  

取り組み、その好循環を拡大していくことを目指しています。  

そのため、今年１０月には、「全世代型社会保障」の構築に向けて、少子

化対策や社会保障に対する安定的な財源の確保と社会保障の充実、そして、

財政運営の健全化に資するために消費税率を引き上げ、その実施に当たって

は需要変動の平準化に万全を期すこととしています。  

今後、人口減少や少子高齢化が進行する中でも、地域経済の充実が図られ

る、いわば実感できる景気回復に向けて、国の政策が着実かつ効果的に実施

されることを期待するものであります。  

さて、平成３０年度における我が国経済は、企業収益や雇用環境の改善が

続き、緩やかな回復基調で推移したものの、中国経済の減速や欧州経済の   

足踏み、さらには米中貿易摩擦などによる世界経済の先行きに対する不透明

感の高まりから、全体的にはやや慎重な傾向となりました。  

こうした状況の中、平成３０年度における当市の財政状況は、歳入において、  

市税では、評価替えに伴う家屋評価額などの変動による固定資産税の減少はありまし

たが、堅調な企業収益を反映した市民税の増加に加え、収納率も上昇したことから、

市税全体では約８,５５０万円の増収となりました。 

また、交付金・交付税では、配当割交付金が約２,０９０万円、株式等譲渡所得割

交付金が約３,７３０万円、そして、地方交付税が約４,０８０万円の減額となったも

のの、地方消費税交付金は約２億７,５９０万円の増額となりました。 

歳出においては、「入間市まち・ひと・しごと創生総合戦略」のテーマである   

「元気な子どもが育つまち」を目指して、ふるさと入間市を感じながら未来に  

向かって元気に歩む子どもたちを、広く市民全体で応援していくために、  

いるまのこどもへ贈る歌「どこから来たの？」を制作するなど、各種事業を

展開するとともに、東町第二学童保育室設置工事など、保育や子育て支援事業の拡充
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を図りました。また、普通教室を中心に小中学校全校へのエアコンの設置を   

完了し、夏季における児童生徒の健康管理と学習環境の整備に取り組みまし

た。  

そのほか、継続事業であった市民体育館耐震化等整備事業を完了させるとともに、

引き続き市道幹63号線工事（上藤沢・林・宮寺間新設道路）及び、防災行政用無線    

デジタル化等推進事業などに取り組むことにより、安全で安心なまちづくりを推進し

ました。また、小中学校屋内運動場非構造部材耐震化工事や、前年度に実施し

た石綿含有煙突用断熱材状況調査結果に基づく小中学校石綿含有煙突用断熱材除去

改修工事の実施により、改善の必要な箇所について適切な対応を図りました。 

このように、各会計の予算執行につきましては、事業進捗上やむを得ない理由で

一部の事業は繰越措置を行いましたが、概ね予定した事業を執行し、着実に市民  

サービスの向上が図られたものと考えております。 

それでは、各会計別の決算の概要を申し上げます。 

 

一 般 会 計  

 

平成３０年度の一般会計歳入歳出については、歳入総額は４１９億    

９ ,５４６万６ ,３７１円、歳出総額は４１２億８６１万１ ,０２８円、歳入歳

出差引額は７億８ ,６８５万５ ,３４３円となり、翌年度への繰越額８ ,８９９

万８千円を除き、実質収支額は６億９ ,７８５万７千円で決算いたしました。 

 

歳入について 
 

「市税」は、決算額２１２億８ ,７３８万３ ,８３４円、前年度対比０ .４％

の増、歳入総額に占める割合は５０ .７％となりました。  

市民税の現年課税分は、個人市民税が景気回復に伴う雇用情勢の改善に  

よる納税義務者の増加などにより、前年度対比０ .９％の増、法人市民税も

全体的に企業収益が堅調だったことにより、前年度対比６ .２％の増となり、

市民税全体では決算額９７億８ ,８７２万７ ,６９８円、前年度対比１ .６％の

増となりました。  

固定資産税の現年課税分は、３年に一度の評価替えに伴う経年減価による
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家屋評価額の減により、決算額８８億５４７万９ ,１５２円、前年度対比   

０ .１％の減となりました。  

軽自動車税の現年課税分は、四輪乗用自家用車の登録台数の増加により、

決算額２億７ ,６５２万５８６円、前年度対比５ .２％の増となりました。  

市 た ば こ 税 の 現 年 課 税 分 は 、 喫 煙 環 境 の 変 化 に よ り 、 決 算 額       

８億１ ,７０６万２ ,７８０円、前年度対比２ .６％の減となりました。  

都市計画税の現年課税分は、概ね固定資産税と同様の理由により、決算額

１３億１ ,９７４万２ ,５３８円、前年度対比０ .１％の減となりました。  

市税の収納率は、市民の皆様のご協力と継続的な収納努力により、現年課

税分が９９ .３６％と前年度対比で０ .０８ポイント上回りました。滞納繰越

分については、３４ .３８％と前年度対比で０ .８１ポイント上回り、市税   

全体では、９７ .５０％と前年度対比で０ .５８ポイント上昇しました。  

「地方譲与税」は、決算額３億２０９万３千円、前年度対比１ .０％の   

増となりました。  

「利子割交付金」は、決算額３ ,０１７万５千円、前年度対比１ .１％の減

となりました。  

「配当割交付金」は、株価の下落による県民税配当割の減収により、決算

額８ ,３５６万１千円、前年度対比２０ .０％の減となりました。  

「株式等譲渡所得割交付金」は、株価の下落による上場株式などの売却益

の減少により、決算額７ ,６５２万３千円、前年度対比３２ .８％の減となり

ました。  

「地方消費税交付金」は、個人消費は弱い動きではあったものの、税制   

改正の清算基準割合の見直しによる影響から、決算額２５億１ ,４２０万  

８千円、前年度対比１２ .３％の増となりました。  

「自動車取得税交付金」は、自動車の販売台数の増加により、決算額       

１億２ ,８６３万４千円、前年度対比３ .６％の増となりました。  

「地方交付税」は、普通交付税において、基準財政需要額が前年度対比        

２億８ ,４４０万２千円の増額となりましたが、基準財政収入額についても  

前年度対比３億６ ,２９４万５千円の増額となったため、前年度対比    

６ ,３５５万７千円減額の１２億８ ,７５９万６千円となりました。一方で、
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特別交付税は前年度対比２ ,２７１万６千円増額の１億９ ,８９９万１千円と

なり、結果として地方交付税全体で、決算額１４億８ ,６５８万７千円、   

前年度対比２ .７％の減となりました。  

「国庫支出金」は、決算額５６億３ ,４９４万５ ,１３５円、前年度対比   

６ .０％の減となりました。  

「寄附金」は、決算額１ ,３３３万１ ,３０６円でしたが、このうち「ふる

さと寄附金」は、８９件、１ ,２６８万５ ,２４０円でした。  

「市債」は、適債事業を精査し、総額で３４億２ ,４４９万３千円、４４

件の借入れを行いました。このうち、普通交付税の振替財源である臨時財政

対策債については、１５億９ ,５０９万３千円の借入れを行いました。  

 

歳出について  
議会費関係 
市議会の内容を市民に正確かつ詳細にお知らせするため、市議会ホーム  

ページ、市議会モバイルサイト及び市議会だよりの充実を図りました。なお、

市議会だよりについては、発注方法を変更し、全てのページをカラー印刷に

するなど、より見やすくなるように工夫しました。更に、配布方法も「広報

いるま」に折り込み、より多くの市民に情報提供できるような対策を講じま

した。  

また、本会議の模様をインターネットによる録画映像配信及びコミュニテ

ィＦＭラジオによる録音放送を実施し、市民への情報提供に努めました。  

 

総務費関係 
有功表彰事業では、永年にわたり市政の振興に貢献された２２名の方々を

入間市表彰条例に基づいて表彰するとともに、市行政に深い理解を示され、

多大な寄附を頂いた４団体並びに１名の方に対して、感謝状を贈呈しました。 

地域情報化推進事業では、市民サービスの向上と業務の効率化を図るため

に、全国のコンビニエンスストアなどで住民票の写しや印鑑登録証明書など

の各種証明書を取得できるコンビニ交付サービスを平成３１年１月１５日

から開始しました。これにより、勤務先や外出先などでも、年末年始を除く、
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午前６時３０分から午後１１時まで取得できるようになりました。  

広報費では、市民生活に必要な各種行政情報や、元気な入間の人・まち・

自然の話題などを広報いるま、市公式ホームページ、市公式モバイルサイト  

及びフェイスブックをはじめ、ケーブルテレビやコミュニティＦＭラジオで

の番組放送を活用し情報発信しました。  

政策推進事業では、平成２９年度に元気な入間・生き生き功労賞を受賞さ

れた杉山勝彦氏に委嘱して、いるまのこどもへ贈る歌「どこから来たの？」

を制作しました。シンポジウム・ミニライブにおいて完成披露を行ったほか、

楽曲周知のためＣＤを制作し、市内の教育施設や関係機関への配付、有償  

での頒布を行いました。  

コミュニティ活動推進事業では、自治会・区長会の活動に対して、各種   

補助金などの支援を行いました。  

協働のまちづくり推進事業では、子育て、文化振興など、各分野にわたる、

４件の市民提案型協働事業を市民とともに実施しました。  

入間万燈まつりでは、１０月２７、２８日の両日、好天に恵まれ、実行委

員会構成団体をはじめとする多くの方々の支援・協力・理解を得て開催しま

した。多くの市民が参加し、協働のまちづくりを推進することができました。 

姉妹都市・友好都市交流事業では、青少年の交流事業として佐渡市サマー

キャンプに３１人を、中国奉化区へ5人を派遣するとともに、ドイツヴォル

フラーツハウゼン市より７人を受け入れました。  

国際化推進事業では、外国人相談事業や情報提供事業、国際交流協会との

連携による日本語教室などを通じ、外国人市民の支援と国際理解の推進を  

図りました。  

市民会館・産業文化センター・文化創造アトリエでは、経年劣化が進む   

施設及び設備の修繕を行い、市民サービスの向上と利用者の安全確保に努め

ました。また、前年度からの繰越事業として産業文化センターホール等改修

工事に向けた実施設計業務を実施しました。  

男女共同参画推進事業では、「第４次いるま男女共同参画プラン」に基づ

き、人生１００年時代をテーマとした男女共同参画セミナーを開催しました。 

また、女性の起業を支援するための女性のお仕事応援講座を実施するととも
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に、引き続き、年間を通じて、性的マイノリティのための悩みごと相談を   

実施しました。  

平和都市宣言推進啓発事業では、平和祈念資料展を博物館で開催したほか、

平和ポスターコンクール、平和バスツアー、平和を考える講演会を開催する

とともに、公募による市民５人を広島市平和記念式典へ派遣しました。  

防災訓練実施事業では、８月１９日に全１２０自主防災会を含めた１７４

団体から１万７ ,５０５人の参加を得て訓練を実施しました。なお、市庁舎

では、災害対策本部機能の充実を図ることを目的とした訓練を実施しました。

また、地区別に土砂災害ハザードマップを作成し、該当地区に配付しました。 

防災施設等管理運営事業では、入間市防災行政用無線デジタル化移行工事

を令和３年度まで予定しており、第１期工事（前年度からの繰越し）及び   

第2期工事を実施しました。  

国民保護関係事業では、平成３１年３月２日に金子中学校を会場に、入間

地区医師会をはじめとする８団体との連携の下、一般来場者を含めて２０４

人の参加を得て国民保護訓練を実施しました。  

防犯関係事業では、防犯灯のＬＥＤ化工事を実施しました。工事及び保守

費用に当たっては、10年間のリース方式とし、費用負担の平準化を図りま

した。また、各種団体の協力を得て、街頭や金融機関での啓発活動及び防犯

パトロールを実施し、街頭犯罪や振り込め詐欺被害の防止に努めました。  

交通対策事業では、道路反射鏡・道路標示などの設置や維持管理を行い、  

交通危険箇所の安全対策を図りました。   
民生費関係 
地域福祉計画推進事業では、「元気ないるま福祉プラン」の推進に努める

とともに、地区懇談会での市民意見、法改正や５年間の時点修正などを反映

するための見直しを行い、「第２次元気ないるま福祉プラン」（令和元年度

から令和５年度）を平成３１年３月に策定しました。  

法人後見事業では、入間市社会福祉協議会に委託して市民後見人養成講座

（実践編）を実施し、１１名の方が市民後見人としての活動を希望していま

す。  
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生活困窮者自立支援事業では、生活保護に至る前の生活困窮者の自立に  

向けた包括的、継続的で個別的な相談支援などを実施しました。また、教育

的な支援の充実により貧困の連鎖を防ぐため、子どもの学習支援事業を実施

しました。  

障害者自立支援としての地域生活支援事業では、障害者基幹相談支援セン

ターを中心に、障害者相談支援センターりぼんや地域型の相談支援事業所  

３か所と連携し、地域における相談支援体制の充実に努めました。  

また、障害者就労支援センターりぼんでは、障害者の一般就労の機会の  

拡大を図るとともに、障害者が安心して働き続けられるよう、障害者の就労

支援を実施しました。  

徘徊ＳＯＳ支援事業では、連絡先などが登録されたＱＲコードを爪に貼付

することにより、ひとり歩きをする認知症高齢者などの早期身元確認を行う

「爪Ｑシール」及び「かかとステッカー」、「徘徊ＳＯＳキーホルダー」を   

新たに５７名（障害者１名を含む）に交付しました。  

高齢者の生きがい活動支援として、入間市老人クラブ連合会及び入間市  

シルバー人材センターを支援しました。  

居宅介護支援事業では、平成２６年度から実施している市民との協働事業

「徘徊声かけ訓練」の名称を「いるま市声かけ運動」に変更し、金子地区、

豊岡第二地区、東金子地区、藤沢地区に加え、宮寺・二本木地区で実施し、

小中学生を含め合計約４２０名の参加がありました。  

ひとり親家庭児童学習支援事業では、ひとり親家庭等の子どもを対象に、

ひとり親家庭等の生活向上と子どもの学習意欲・学習能力を高めるため、  

学習支援事業を実施しました。  

児童発達支援事業では、「元気キッズ」に通所する親子に対し、それぞれ

の障害特性に応じた療育支援と保護者への育児支援を行いました。  

子ども・子育て支援事業では、「入間市子ども・子育て支援事業計画」に

基づき、小学校就学前の児童の教育・保育や地域の子育て支援事業の充実に

努めました。また、「子どもの貧困実態調査」及び「子ども・子育て支援事

業計画ニーズ調査」を実施しました。  

地域型保育給付事業では、待機児童対策として、低年齢児の受入れ人数を
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増員しました。  

学童保育室整備事業では、東町小学校の校舎内に、東町第二学童保育室を

創設し、待機児童の解消を図りました。  

児童センターでは、民間のノウハウの活用と専門性に配慮した市民サービ

スの向上を図るため、指定管理者制度を導入しました。  

児童手当では、次代を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するこ

とを目的に、中学校修了前の児童を対象に支給し、児童の健やかな成長に  

資することができました。  

子ども医療費扶助では、中学校３年生までの子どもの通院、入院に係る  

医療費の自己負担分を助成し、子育て家庭の経済的負担の軽減を図りました。   

生活保護扶助では、保護世帯数が引き続き増加しましたが、被保護者の  

最低限度の生活を保障するとともに自立を図るため、生活保護法に基づく  

保護の適正実施と指導・助言を行いました。   
衛生費関係 
環境の保全及び創造に資する助成事業では、住宅用省エネルギー設備を  

設置する市民に設置費用の一部を補助し、環境負荷の少ない社会づくりと  

地球温暖化防止に寄与しました。  

公害関係調査分析関係費では、市内の環境実態把握を目的に各種公害関係

調査を実施するとともに、野焼き行為や騒音などへの苦情に対し、迅速な  

現場対応を行い環境の保全に努めました。  

夜間診療所管理運営事業では、準夜間帯における初期救急医療を確保する

ため狭山市と協同で一週間を通じ、内科及び小児科の診療を実施しました。 

乳幼児予防接種事業では、伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を  

予防するため、予防接種法に基づく定期接種を実施しました。  

子育て世代包括支援センター事業では、妊娠期からの切れ目のない支援を  

推進するとともに、妊産婦及び妊娠出産を希望する方の健康保持や相談支援

の実施、乳幼児の健やかな発育発達のための各種母子保健事業の充実を図り

ました。  

乳幼児健診事業では、３～４か月児、１歳６か月児、３歳児の各年齢に   
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おいて乳幼児健診を行い、発育や発達の状態確認、疾病や心身障害などの  

早期発見及び保護者の育児不安の軽減を図りました。  

健康づくり推進事業では、健康教室などの各種健康づくり事業を実施する

とともに、市民が地域で主体的に健康づくりに取り組めるよう、健康づくり

ボランティアの育成及び活動を支援しました。  

また、保健師の地区担当制により地域の健康課題の解決に取り組むととも

に、生活習慣病予防や病気の早期発見のため各種健康診査及び保健指導を  

行いました。  

浄化槽設置整備事業補助金では、単独浄化槽又は汲み取り便槽から、合併

浄化槽への転換に要する費用の一部を補助し、生活排水による公共用水域の

水質汚濁防止に努めました。  

市民清掃デー実施事業では、市民総ぐるみの環境美化活動として６月３日

に市民清掃デーを実施し、３万３ ,４４３世帯の参加がありました。  

ごみ中間処理事業費では、総合クリーンセンターの安定的な運転を行うと  

ともに、施設の長寿命化を図るため基幹設備を対象とした改修工事を実施し  

ました。  

ごみ減量化・資源化事業費では、資源再利用奨励事業の実施や生ごみ処理

機器購入者に対して補助金を交付するとともに、各種体験教室などを行い、 

ごみ減量の啓発活動を行いました。ごみ排出量は、市民による分別などの  

協力により前年度と比較し３２９トン、市民１人１日当たりの排出量で   

４グラムの減量が図られました。   
労働費関係 
「労働相談」については、労働関係の諸問題の事前防止や早期解決を図る

ために毎月実施しました。「若年者就業相談」については、若年者の職業選

択に関する悩みや面接試験時の不安を解消するために月２回実施しました。

「内職に関する相談」については、１２４件のあっせんを行うとともに、   

就労支援としてソーイング内職講座を開催しました。  

また、３０年以上にわたって同一の職業に従事し、地域産業の発展に貢献

された９名の技能者を、入間市技能功労者として表彰しました。  
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農林水産業費関係 
農業振興推進事業では、茶農家の農作業省力化と効率化のため機械の購入

や茶樹の改植に対し助成を行い、狭山茶の生産振興を図りました。  

環境保全型農業推進事業では、安全で環境にやさしい農業を推進するため、

有機農業や農薬使用などの低減を図る農産物栽培の取り組みに対し助成を

行ったほか、農業廃棄物の削減に繋がる環境配慮資材の使用を推進しました。 

平成３０年の台風２４号により農業施設に被害を受けた農業者に、経営体

育成条件整備事業として、修繕費用に対して補助金を交付し、支援を行いま

した。  

狭山茶ブランド振興プロジェクト事業では、将来を担う小学生を対象とし

た「Ｔ－１グランプリ」の開催に対し助成するとともに、６次産業化の推進

の取り組みとして、敬老祝オリジナルパッケージによる狭山茶を対象者に  

贈呈することにより、狭山茶のブランド振興に努めました。  

畜産振興事業では、各畜産団体が取り組む「家畜環境浄化事業」に助成を

行い、畜産環境の改善や循環型農業への推進に努めました。  

防疫促進事業では、家畜伝染病の予防及びまん延を防止する防疫活動に  

対し助成を行い、生産者や家畜保健衛生所と連携して防疫に努めました。  

なお、農村環境改善センター空調熱源機器更新事業については、熱源機器

及び配管などの各設備工事において、年度内の完了が見込めなかったことか

ら、翌年度に繰り越しました。   
商工費関係 
企業人権・同和対策事業では、市内の事業所を対象に人権と職場のハラス

メントに関する講演会を開催し、勤労者の人権問題などに対する意識向上に  

努めました。  

商業振興事業では、商業振興団体の事務費を補助したほか、商工会や各地

区の商店街などが実施する販売促進事業やイベントなどを支援し、集客の  

拡大を図るとともに、大型店の出店を背景とした市内小売店・商店街からの

顧客離れや、他市への購買客の流出による消費低迷への対策として、入間市

商工会が実施する「平成最後のわくわくドキドキ宝くじ大セール事業」に  
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対して補助を行いました。また、市内の４商店街の空き店舗を有効活用する

ため、該当する店舗を利用して創業した場合に、店舗改修費や家賃の一部を

補助することにより、いわゆるシャッター通りを解消させ、商店街の振興に

つなげることや安定した経営支援を目的とする事業を実施しました。  

工業振興事業では、入間市工業会が実施する事業を支援しました。また、 

中小企業者の新たな設備投資を後押しし、生産性の向上を図ることを目的と

して、市が策定した「導入促進基本計画」に基づき、「先端設備等導入計画」

の認定を受けた事業所に対して、課税の特例などを受けるための支援を行い

ました。  

商工業振興資金融資事業では、市内中小企業者などの経営の安定化と資金

調達の円滑化を図るため、市内金融機関を取扱い先として市の制度融資を  

利用しての融資あっせんを行いました。  

観光振興事業では、「入間市シティセールス戦略プランのアクションプラ

ン案」に基づき、狭山茶関連商品の開発や相撲文化の魅力発信に取り組みま

した。  

魅力アップ事業（観光振興）では、入間市観光協会などを支援し、市民、   

企業と連携し、当市の緑豊かな魅力を発信するとともに観光ウォーキング  

などを実施することで、新たな賑わいを創り出すことができました。  

 

土木費関係 
道路等緊急補修事業では、道路パトロールや市民からの通報・要望などに  

より１００件の道路等緊急補修工事を実施しました。  

道路等整備事業では、市道幹６３号線（上藤沢・林・宮寺間新設道路    

第１工区）については、今年、３月に所沢市区間も含め開通しました。市道

Ｃ５１３号線については、両側に歩道を設置し歩行者の安全確保を図ること

ができました。その他、春日町二丁目地内水路改修工事、市道幹４１号線   

などの舗装補修工事４件を実施しました。また、前年度より繰越しを行った、

市道F３７号線道路改良工事、藤田堀川護岸復旧工事、西武２３号橋架け   

替え工事、市道幹４号線復旧工事及び中橋落橋防止装置設置工事については、

全ての工事が完了し、安全な通行の確保、周辺環境の改善を図ることができ
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ました。  

不老川緊急治水対策事業では、不老橋・富士見橋の架け換えに先立ち、   

測量、地質調査、予備設計業務委託を前年度からの繰越事業として実施しま

したが、詳細設計業務委託につきましては、年度内の完了が見込めなかった

ことから、翌年度に繰り越しました。  

都市計画事業では、入間市の将来あるべき都市像やまちづくりの基本的な

方向性を示す「都市計画マスタープラン」を、市民の意見を踏まえつつ改定

しました。  

市道拡幅整備事業では、幅員４ｍ未満の道路の拡幅整備を推進するため、

「入間市道路拡幅整備要綱」に基づき５８件、９８６ .４７㎡の道路用地に

ついて寄附などを受けました。  

都市計画道路整備事業では、安川新道線は第２期分の建物・物件調査及び

土地評価を実施し、用地取得に向けた準備を行いました。また、学園通り線

（第２工区）は、前年度より繰り越して工事を実施し、全線の整備が完了し

ました。  

公園等管理事業では、子どもから高齢者までが安心して公園を利用できる

よう、引き続き施設や遊具の点検及び修繕、並びに樹木管理を行いました。 

土地区画整理事業清算金では、狭山台土地区画整理事業が平成３０年９月

１４日付けで換地処分を迎えたことから、清算金の交付を行いました。  

加治丘陵対策事業では、保全用地の取得を進めました。この結果、加治丘

陵さとやま計画区域の用地取得面積は約１１５ .１ha で、武蔵野音楽学園   

敷地の４０ha を除く３８４ha における取得率は約３０ .０％となりました。

自然公園区域１１０ .２ha では、約１ .１ha の用地取得を行い、取得面積の

合計は約５９ .４ha、取得率は約５３ .９％となりました。また、「花見の丘」

の施設整備に着手しました。  

緑化推進事業では、「自然と共生する緑園都市・いるま」を目指し、自然

環境と調和した持続可能なまちづくりを推進していくため「緑の基本計画」

を改定しました。また、「保護樹林」、「市民の森」の維持管理及び花いっぱ

い運動の推進など、都市緑化及び家庭内緑化の推進を図りました。  

コミュニティバス運行事業では、入間市地域公共交通網形成計画に基づき、
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入間市コミュニティバス「てぃーろーど」の本格運行を開始し、「てぃー   

ワゴン」は、一部のルートを見直し実証運行を１年延長しました。  

市営住宅管理運営事業では、市営住宅管理を埼玉県住宅供給公社に管理代

行を委託し２年目となり、適切な管理に努めました。  

 

消防費関係 
常備消防費では、埼玉西部消防組合に対して負担金を支出しました。  

非常備消防費では、消防団第６分団第１部（二本木地区）の消防自動車を

更新するなど、消防団活動の充実を図りました。  

 

教育費関係 
教育支援事業では、確かな学力の定着を目指すため、教科指導員及び英語

指導助手を配置するとともに、障害児などへの教育的支援を行うため、介助

員及び子ども支援員を配置しました。また、ふるさと入間を愛する子どもの  

育成を図るため、「盆点前による日本人の心の育成事業」を全中学校１１校

で実施しました。  

子ども未来室事業では、全ての子どもの自立を総合的に支援する取り組み

を継続しました。  

また、小中一貫教育では、全小学校に小中一貫サポーターを配置し、小中

学校間の円滑な乗り入れ授業を支援しました。  

小・中学校の施設整備事業では、夏季における児童生徒の健康管理と学習

環境の整備を目的とし、小・中学校の普通教室などにエアコンを設置しまし

た。また、学校教材の充実にも努め、より良い教育環境の改善と教育の向上

を図り、安全で安心できる学校づくりに努めました。  

小・中学校の耐震化推進事業では、学校施設は児童生徒の活動の場である

とともに、災害時には地域の防災拠点にもなり、その安全性の確保は極めて

重要であるため、耐震点検結果を基に小学校７校、中学校８校の屋内運動場

の非構造部材耐震化工事を実施しました。  

社会教育事業では、人権教育の推進、家庭教育の向上などに取り組みまし

た。具体的には、人権尊重社会を目指し、人権問題講演会、人権啓発講座、

人権教育現地学習会などを実施しました。  
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また、１月１４日の成人の日に、市民会館を会場に成人式を開催しました。

成人式対象者１ ,５０１人のうち１ ,１１０人の出席があり、出席率は    

７４ .０％となりました。  

生涯学習事業では、市民の生涯学習の振興を図るため、学習情報の収集や

提供を行いました。また、第２４回いるま生涯学習フェスティバルを開催し、

生涯学習の普及に努めました。  

放課後子ども教室では、新たに５小学校区を追加した１１小学校区で実施

し、地域住民の協力により、様々な体験学習や交流の機会を子どもたちに  

提供しました。  

公民館では、市民の学習成果の発表の場として文化祭や各種発表会、展覧

会を開催するとともに、高齢者を対象とした事業や健康づくりを推進する  

事業、子育て中の保護者を対象とした子育て支援事業や青少年の体験活動    

事業などを実施しました。  

青少年活動センターでは、周辺の恵まれた自然環境を活かし、青少年の  

学齢に応じた多様な体験事業、子ども食堂、中高生の居場所事業などを実施

しました。  

図書館では、魅力ある図書館をつくるため、市民からのリクエストに応え

つつ、幅広く良書を選書するとともに、CDやDVDなどの視聴覚資料の充実

に努めました。また、本を読んだり、本の内容を理解したりすることが苦手

な人が、やさしく読めるように、写真や絵、わかりやすい文章で書かれた本

（LLブック）を購入し、特設コーナーを設置しました。  

博物館では、管理の一部について、４月から指定管理者による運営を導入

し、サービスの向上を図りました。また、市民の学習の場の提供と入間市の

魅力の発掘、発信を目的に、ＡＬＩＴお茶大学、アリット・フェスタ     

２０１８特別展「煎茶の愉しみ」、むかしのくらしと道具展などの事業を   

実施しました。さらに、旧石川組製糸西洋館の活用を図るため、一般公開な

どを実施しました。  

社会体育事業では、スポーツ・レクリエーションに親しみ、実践する市民

を増やすことを目的に、誰もが気軽に楽しめるソフトボール教室やミニバス

ケットボール教室、競技力向上のための陸上競技教室、各種スポーツ団体  
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との連携により実施する武道祭や地域スポーツ交流大会、また、健康増進に

つなげるための健康体力測定やラジオ体操会などを実施しました。  

体育施設管理では、安全・安心な施設提供を行うため、市民体育館の耐震

補強等工事や進入路舗装工事を行うとともに、運動公園内の危険木の伐採や

市内体育施設における緊急修繕を実施しました。  

学校給食では、安全・安心でおいしい給食の調理環境の維持向上を図るた

め、自校給食校及び学校給食センターの老朽化した調理機器を計画に基づき

入れ替えを行い、調理場機能の維持向上を図りました。また、食育の充実を

図るため、西武小学校外３校の食器をアルマイト製からポリエチレンナフタ

レート製食器（通称：ペン食器）に入れ替えました。   
公債費関係 
公債費は、決算額３２億３ ,０１１万８ ,０４８円、前年度対比４ .１％の増

となりました。これは、主に臨時財政対策債の償還額の増によるものです。 

 

特別会計・水道事業会計・下水道事業会計  
国民健康保険特別会計 
国民健康保険制度は、その制度を持続可能なものとするため、現行制度  

施行以来の大幅な改革が行われ、平成３０年度からは都道府県が財政運営の

責任主体となり、市町村と共同の保険者として、安定的な財政運営や効率的

な事業の確保などの国保運営の中心的な役割を担うこととなりました。  

しかしながら、国民健康保険財政は、加入者の年齢構成や医療費水準が  

高い一方で所得水準が低いという構造的問題を抱え、厳しい財政運営が続い

ています。国においても、これらの課題に対し、財政支援などの対応策を   

講じながら、国保財政の健全化に取り組んでいます。  

国保広域化の初年度である平成３０年度の決算では、歳入の根幹を占める

国民健康保険税は、３４億２ ,９２４万３ ,５４９円となりました。入間市   

国民健康保険運営協議会からの答申を受け、税負担の公平性、制度の持続性

を図るため、２回目の税率改定を実施した効果もあり、被保険者数の減少な

どがあるものの、前年度対比で２５３万３ ,４９４円、率にして０ .１%の増
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となりました。また、国保広域化に伴う新たな交付金を含む県支出金は、    

１０６億７ ,４７２万７ ,１６０円となっています。  

歳出では、保険給付費は、一人当たりの医療費は増加傾向にあるものの、

被保険者数が減少したため、前年度対比で８ ,６１０万７ ,９９１円の減少に

とどまりました。また、国保広域化に伴い、新たに県に納付する国民健康保

険事業費納付金は、４１億２ ,８２９万４ ,３２６円となっています。  

この結果、歳入総額は１６４億２６７万６ ,７０７円、歳出総額は     

１ ５ ９ 億 ７ ,６ ５ ３ 万 ５ ,２ ５ ２ 円 と な り 、 歳 入 歳 出 差 引 額 は ４ 億      

２ ,６１４万１ ,４５５円の黒字となりましたが、繰越金、その他一般会計   

繰入金及び基金繰入金を差し引き、基金積立金及び一般会計繰出金を加えた

実質単年度収支では、２億２ ,８６５万７ ,０７７円の赤字となっています。  

今後も、国の動向を注視し、県と更なる連携を図りながら、国民健康保険

事業の健全な運営に努めてまいります。  

 

後期高齢者医療特別会計 
後期高齢者医療制度は、国民皆保険制度を将来にわたり維持していくため、

現役世代と高齢者世代の負担を明確なものとし、共に支え合う制度として  

創設されてから１１年が経過し、広く市民に定着した制度となりました。  

この制度では、保険料の算定及び療養給付などを、埼玉県内の全市町村が  

加入する「埼玉県後期高齢者医療広域連合」が行い、市町村は、保険料の   

収納事務及び各種申請などの受付業務を行っています。  

平成３０年度の決算は、歳入総額は１７億３ ,３３０万７ ,４８８円、歳出

総額は１７億２ ,５１７万２９３円、歳入歳出差引額は８１３万７ ,１９５円

の黒字となりました。  

平成３１年３月末現在の被保険者数は１万９ ,４２２人で、前年同月対比

で１ ,２０６人の増となり、制度創設時の約１ .９倍となっています。   
介護保険特別会計 
介護保険制度は、平成１２年４月の制度開始から１９年が経過し、高齢化

の進展に伴い、要介護等認定者の増加とともに介護サービスの利用も年々  

増加している状況です。  
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主な事務・事業としては、要介護認定事務をはじめ、保険料事務、給付   

事務及び地域支援事業として市内９か所に設置している地域包括支援セン

ター運営事業や介護予防・日常生活支援総合事業などを実施しました。  

平成３０年度の決算は、歳入総額は９８億７ ,０４９万７ ,９９３円、歳出

総額は９５億４ ,４５６万１ ,１７９円、歳入歳出差引額は 3 億２ ,５９３万  

６ ,８１４円の黒字となりました。  

平成３０年度の要介護認定については、５ ,９０６件を審査し、前年度対

比８４０件の増となりました。また、平成３１年３月末現在の要介護、要支

援認定者は６ ,７９１人で、前年同月対比で２８８人の増となっています。  

今後も、国・県の動向を注視しながら、適切な対応と市民への周知に努め

るとともに、引き続き介護保険制度の適正な運営を行ってまいります。  

 

武蔵藤沢駅周辺土地区画整理事業特別会計 
武蔵藤沢駅周辺の市街地整備を目的とした本事業は、多くの地権者の   

ご理解、ご協力により、概ね工事も終了し終盤を迎えています。  

平成３０年度の決算は、歳入総額は１億１７万４ ,０３３円、歳出総額は

５ ,４１８万９ ,２９１円、歳入歳出差引額は４ ,５９８万４ ,７４２円となりま

した。  

事業の主なものは、換地処分に向けた換地計画作成業務、街区・画地点な

どの測量業務及び舗装補修工事で、事業の進捗状況は、建物移転率、道路整

備率ともに１００％となりました。   
入間市駅北口土地区画整理事業特別会計 
入間市駅北口周辺の市街地整備を目的とした本事業は、多くの地権者の  

ご理解、ご協力により、街路築造工事及び建物移転などを進めています。  

平成３０年度の決算は、歳入総額は４億６ ,８５７万５ ,１６０円、歳出総

額は３億３ ,９７３万４４５円、歳入歳出差引額は1億２ ,８８４万４ ,７１５

円となりました。  

事業の主なものは、宅地造成工事及び３棟の建物移転で、事業の進捗状況

は、建物移転率６５ .８％、道路整備率２４ .９％となりました。  
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扇台土地区画整理事業特別会計 
扇台地区の市街地整備を目的とした本事業は、多くの地権者のご理解、  

ご協力により、順次仮換地の指定を行いながら、街路築造工事及び建物移転

などを進めています。  

平成３０年度の決算は、歳入総額は５億３ ,０２４万３ ,９６５円、歳出総

額は４億５ ,２４１万２ ,７３９円、歳入歳出差引額は７ ,７８３万１ ,２２６円

となりました。  

事業の主なものは、街路築造工事及び汚水管布設工事並びに３２棟の建物

移転で、事業の進捗状況は、建物移転率３２ .９％、道路整備率３９ .１％と

なりました。   
狭山台土地区画整理事業特別会計 
狭山台地区の新市街地整備を目的とした本事業は、多くの地権者のご理解、

ご協力により、平成３０年９月１４日に換地処分公告が行われ、平成３０年

度末で事業が完了しました。  

平成３０年度の決算は、歳入歳出総額ともに１億３ ,７６７万５ ,７０６円

であり、平成３０年度末をもって特別会計を廃止しました。  

主な事業として、換地処分に向けた換地計画業務及び緑地整備工事などを

実施しました。  

 

水道事業会計 
平成３０年度の業務量は、給水戸数６万７ ,３１３戸、給水人口１４万   

８ ,２３７人、年間配水量１ ,６５７万１ ,５８０㎥ 、前年度対比１ .３％の減と

なり、一日平均配水量４万５ ,４０２㎥ でした。また、有収水量は１ ,５７１

万２ ,５５１㎥ 、年間配水量に対する有収率は９４ .８％、鍵山浄水場の自己

水確保率は１８ .３％となりました。  

収益的収入及び支出の決算額は、水道事業収益は３１億２ ,０３４万   

８ ,７７２円、水道事業費用は２６億５ ,２７３万８ ,０６３円でした。  

この結果、水道事業収益から水道事業費用を差し引いた税抜き後の当年度

純利益は、４億１ ,４９０万３ ,２０８円を計上することができました。  

水道事業収益の主なものは、水道料金、手数料、水道利用加入金であり、
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水道事業費用の主なものは、鍵山浄水場などの施設管理業務委託、県水の  

受水、漏水調査委託及び漏水修理、水道料金徴収等業務委託、企業債利息と

なっています。  

資本的収入及び支出の決算額は、資本的収入は１億５ ,１２５万７ ,６３３

円、資本的支出は１０億１ ,５０８万６ ,７０２円でした。  

資本的収入の主なものは、負担金及び水道利用加入金であり、資本的支出

の主なものは、扇台土地区画整理地内配水管布設工事、市道F１号線などの   

配水管布設替工事、企業債償還元金となっており、継続事業として平成２９

年度から実施してきた入間ヶ丘団地内配水管布設替工事（第１工区）は事業

を完了しました。  

建設改良費の繰越しについては、市道幹４１号線配水管布設替工事、市道

D２７７号線配水管布設替工事の予算額６ ,９３９万円を、また、継続費の  

逓次繰越しは令和元年度までの継続事業で実施している鍵山東金子線送水

管整備工事（第２工区）の予算額９ ,２１０万１千円を、それぞれ令和元年

度へ繰り越しました。  

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する８億６ ,５１８万   

１ ,２２９円については、減債積立金及び過年度分損益勘定留保資金などで  

補てんしました。   
下水道事業会計 
平成３０年度の業務量は、水洗化戸数５万６ ,７５７戸、水洗化人口    

１２万７ ,６９４人、年間汚水処理水量１ ,４７８万８ ,７８７㎥ 、前年度対比

１ .６％の減となり、１日平均汚水処理水量は４万５１７㎥ でした。また、

有収水量は１ ,３３３万５ ,２５３㎥ で、年間汚水処理水量に対する有収率は

９０ .２％でした。  

収益的収入及び支出の決算額は、下水道事業収益は２４億４ ,３８１万  

２ ,４６８円、下水道事業費用は２２億１ ,６２６万７ ,９７１円でした。  

この結果、下水道事業収益から下水道事業費用を差し引いた税抜き後の  

当年度純利益は、２億５０７万６ ,３７１円を計上することができました。  

下水道事業収益の主なものは、下水道使用料、雨水処理負担金、一般会計
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負担金及び一般会計補助金であり、下水道事業費用の主なものは、荒川右岸

流域下水道維持管理負担金、下水道使用料徴収等手数料及び企業債利息とな

っています。  

資本的収入及び支出の決算額は、資本的収入は１億７ ,７１７万４ ,５１０

円、資本的支出は１１億５３７万９ ,５７１円でした。  

資本的収入の主なものは、企業債及び国庫補助金であり、資本的支出の  

主なものは、入間台団地内などの汚水管渠更生工事、荒川右岸流域下水道建

設負担金及び企業債償還元金となっており、継続事業として平成２９年度か

ら実施してきた入間市公共下水道管路施設ストックマネジメント基本計画  

及び総合地震対策計画策定業務委託は事業を完了しました。  

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する９億２ ,８２０万   

５ ,０６１円については、減債積立金及び当年度分損益勘定留保資金などで  

補てんしました。   
以上が、平成３０年度の一般会計、特別会計、水道事業会計及び下水道事

業会計の決算概要でありますが、繰越事業を除き順調に終了することができ

ました。  

平成３０年度決算を踏まえ、入間市の財政状況を総括いたしますと、市税

収入の緩やかな伸びに加えて、地方消費税交付金の大きな伸びが見られたも

のの、社会保障関連経費の増加の状況は変わらないことから、健全財政は  

維持しつつも、財政構造の柔軟性という面からは非常に厳しい状況が継続し

ています。  

こうした中、２年目を迎えた「第６次入間市総合計画・前期基本計画」を

着実に推進するとともに、限られた財源と資源を最大限有効に活用し、適正

なサービスを提供するため、「行政改革大綱・第１期実行計画」に基づく   

取り組みを実施いたしました。また、人口減少や少子高齢化の急速な進行に

対応した持続可能なまちづくりの実現に向けて、「入間市公共施設マネジメ

ント事業計画」を策定するとともに、市の重要な課題である市役所及び市民

会館の耐震化に向けた整備方向を示した「入間市役所等整備計画」を策定  

いたしました。  
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このように、平成３０年度は、「第６次入間市総合計画」に掲げる１０年

間のまちづくりの目標「みんなでつくる  住みやすさが実感できるまち  いる

ま」の実現に向けて、様々な取り組みについて確実に前進を図ってまいりま

した。  

今後も社会状況の変化を見据えた持続可能なまちづくりを進めていくと

ともに、効率的で効果的な行政運営に邁進する所存でありますので、市民の

皆様のご理解とご協力をお願いいたします。  

なお、各会計の細部につきましては、お手元の決算書及び決算報告書に  

記載しましたので、内容をご確認のうえ、ご審議、ご認定くださいますよう   

お願い申し上げます。  

以上、ただいまご報告申し上げました「平成３０年度決算概要報告」を   

もちまして、議案第８９号から議案第９６号まで並びに議案第９８号及び  

議案第１００号の提案理由の説明に代えさせていただきます。  

よろしくお願い申し上げます。  

 

令和元年８月２９日  

 

入間市長   田中  龍夫  


